
４ 令和５年度 ２月補正予算案の概要 

１ 補正規模 

  一般会計  ３，７１４，０００千円（債務負担行為：１，４０８，６７４千円）※ 

  特別会計 △６，７２７，６００千円（債務負担行為：            －千円） 

  企業会計 △２，０７６，３５４千円（債務負担行為：  ７７６，７２２千円） 

  合  計 △５，０８９，９５４千円（債務負担行為：２，１８５，３９６千円） 

※10 号補正 １，７９４，０００千円 

11 号補正 １，９２０，０００千円（債務負担行為：１，４０８，６７４千円） 

計 ３，７１４，０００千円（債務負担行為：１，４０８，６７４千円） 

２ 補正予算の主なもの 

【第10号補正】

 (1) 低所得者世帯物価高騰対応重点支援給付金支給事業 １，７９４，０００千円 

（物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金）

  ①住民税均等割のみ課税世帯への給付 

対象見込世帯 13,000世帯、1世帯当たり10万円 

②低所得者の子育て世帯への給付（こども加算） 

対象見込世帯 6,000世帯（対象児童9,700人）、児童1人当たり5万円 

【第11号補正】

 (1) 国の補正予算への対応 ３，００７，６０９千円（下水道事業含む） 

  ①国土強靭化、防災・減災 2,846,494千円 

・道路・橋りょう・河川の対策 

1,593,514千円（国5.5/10、1/2、1/3、県1/6、繰越） 

・学校建設事業      903,980千円（国1/3、繰越） 

 学校整備の前倒し 神久呂小学校、西部中学校 

   ・公共終末処理場施設整備事業（下水道事業）272,000千円（国5.5/10、繰越） 

    中部浄化センター及び西遠浄化センターにおける設備改築や耐震補強工事  など 

  ②持続的賃上げ、所得向上と地方の成長の実現 52,803千円 

   ・農産物生産振興事業施設整備等支援事業 52,803千円（県10/10、繰越） 

市内生産者の生産体制強化を支援 
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  ③国内投資の促進 22,000千円 

   ・スタートアップ誘致事業 22,000千円（国1/2、繰越） 

首都圏のスタートアップと市内企業・団体との連携による実証実験等 

  ④その他   86,312千円 

   ・住民基本台帳システム及び戸籍附票システム等改修（国10/10以下、繰越） 

    住民基本台帳法の改正に伴う戸籍への振り仮名等の追加対応 

 (2) 物価高騰対策 ５７４，６９５千円※ 

※物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用 

①食材料価格の上昇による給食費の保護者負担の軽減  172,735千円 

小中学校、幼稚園、保育園等の給食実施にかかる保護者負担の軽減 

②福祉施設等に対する食材料費の支援          304,356千円 

・介護施設等物価高騰対策費助成事業（補助金）   148,902千円 

  ・障害福祉施設等物価高騰対策費助成事業（補助金） 33,310千円 

  ・老人福祉施設等物価高騰対策費助成事業（補助金）  7,145千円 

・救護施設物価高騰対策費助成事業（補助金）     6,194千円 

  ・私立保育所等事業費助成事業（補助金）        83,034千円 

  ・私立幼稚園教育振興助成事業（補助金）      21,942千円 など 

③指定管理者に対する交付金              97,604千円  

  指定管理施設における原油価格・物価高騰等の影響に伴う交付金 150施設 

 (3) その他 

①浜名湖花博20周年記念事業負担金          15,247千円 

 開催期間中のはまゆう大橋の無料化及び警備員の配置に対する負担金 

②障害者相談支援事業等にかかる消費税取扱いの変更 124,647千円 

事業にかかる消費税の取扱いについて、非課税取引から課税取引へ見直し 

③馬込川河口部水門整備事業負担金         200,000千円 

県が実施する防潮堤と同等の防護水準を有する水門の整備に対する負担金 

  ④扶助費 590,464千円（追加2,255,818千円、減額1,665,354千円） 

障害者自立支援給付事業763,902千円、子ども医療費助成事業386,296千円、 

生活保護扶助事業300,000千円、私立保育所等入所児童処遇向上費助成事業△469,443千円、

児童手当支給事業△350,000千円 など 
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  ⑤人件費 236,184千円 

   退職者の見込増に伴う退職手当の増 など  

⑥基金積立金事業 6,148,137千円 

  ・財政調整基金     3,300,000千円 

   2021年度及び2022年度決算剰余金にかかる積立（地方財政法第7条対応） 

 など 

 (4) 一般会計歳入の主なもの 

  ①市税       1,800,000千円 

  ②譲与税・交付金   432,123千円 

  ③地方交付税    1,002,785千円 

  ④国庫支出金   △1,365,513千円 

・新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業費補助金 △656,617千円 

・保育対策総合支援事業費補助金            △398,806千円 

・感染症患者入院医療費負担金             △264,722千円 

・施設型給付費負担金                  263,382千円 

・障害者自立支援給付費負担金              329,586千円 など 

  ⑤県支出金      △154,923千円 

・強い農業づくり事業費補助金        △211,275千円 

・県議会議員選挙費委託金           △78,888千円 

・農業次世代人材投資事業費補助金       △57,456千円 

・新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金 233,715千円 など 

  ⑥財産収入      164,053千円 

⑦寄附金       479,500千円 

  ⑧繰入金       665,824千円 

・一般廃棄物処理施設整備事業基金繰入金 1,000,000千円 

・津波対策事業基金繰入金          200,000千円 

・商工業振興施設整備基金繰入金     △332,887千円 

・資産管理基金繰入金          △229,458千円  など 

⑨市債      △2,519,900千円 

・災害復旧債        △1,590,000千円 

・廃棄物処理施設整備事業債 △1,000,000千円  など 
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